
　

公
的
年
金
受
給
者
の
納
税
の
利
便
性
を

向
上
す
る
た
め
、
平
成
21
年
10
月
支
給
年

金
か
ら
市
民
税
、県
民
税
の
特
別
徴
収（
年

金
特
徴
）
が
始
ま
り
ま
す
。
年
金
か
ら
の

特
別
徴
収
が
開
始
さ
れ
て
も
年
間
税
額
の

納
付
方
法
が
従
来
と
一
部
変
更
に
な
る
だ

け
で
、
年
間
税
負
担
額
が
増
え
る
わ
け
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

◦
対
象
の
方

　

平
成
20
年
中
に
公
的
年
金
な
ど
の
支
払

い
を
受
け
、
平
成
21
年
４
月
１
日
に
お
い

て
遺
族
年
金
、
障
害
年
金
な
ど
の
非
課
税

の
年
金
を
除
く
公
的
年
金
の
支
払
い
を
受

け
て
い
る
65
歳
以
上
の
方

◦
年
金
か
ら
徴
収
さ
れ
る
金
額

　

公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
か
ら
算
出
さ

れ
た
税
額
が
公
的
年
金
か
ら
徴
収
さ
れ
ま

す
。
年
金
特
徴
対
象
の
方
に
は
、
市
か
ら

通
知
書
を
送
付
し
ま
す
（
６
月
中
旬
発
送

予
定
）。
こ
の
通
知
書
は
、
普
通
徴
収
で

納
付
し
て
い
た
だ
く
分
と
、
年
金
か
ら
特

別
徴
収
さ
れ
る
分
が
併
記
さ
れ
て
い
ま

す
。
特
別
徴
収
予
定
の
金
額
を
納
税
通
知

書
で
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
税
務
課

☎
23
局
３
５
０
９　

23
局
０
１
８
０

　

森
と
緑
は
、
環
境
保
全
や
災
害
防
止
等

の
公
益
的
機
能
を
有
し
て
い
ま
す
が
、
森

林
の
荒
廃
や
都
市
の
緑
の
減
少
に
伴
い
公

益
的
機
能
が
低
下
し
て
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
愛
知
県
で
は
平
成
21
年
度
か
ら
「
あ

い
ち
森
と
緑
づ

く
り
税
」
を
導

入
し
、
そ
の
税

収
を
森
と
緑
の

た
め
の
新
た
な

施
策
の
財
源
に

あ
て
「
山
か
ら

街
ま
で
緑
豊
か
な
愛
知
」
の
実
現
を
目
指

し
ま
す
。

■
あ
い
ち
森
と
緑
づ
く
り
税

　

個
人
県
民
税
の
納
税
義
務
者
に
、
平
成

21
年
度
課
税
分
よ
り
現
行
の
１
０
０
０
円

の
均
等
割
に
新
た
に
年
額
５
０
０
円
が
加

算
さ
れ
ま
す
。

◦
あ
い
ち
森
と
緑
づ
く
り
税
に
関
す
る
こ
と

▼
東
三
河
県
税
事
務
所

☎（
０
５
３
２
）54
局
５
１
１
１

◦
市
民
税
に
関
す
る
こ
と

▼
税
務
課

☎
23
局
３
５
０
９　

23
局
０
１
８
０

公
的
年
金
か
ら
の
住
民
税

特
別
徴
収（
引
き
落
と
し
）が
始
ま
り
ま
す

■特別徴収の納付方法例

徴収の方法
普通徴収

（自分で納付）
特別徴収

（年金から徴収）

納付月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

税　額

年税額の４分の１ 年税額の６分の１

３，０００円 ３，０００円 ２，０００円 ２，０００円 ２，０００円

①平成21年度に公的年金に係る所得から算定される税額が１２，０００円の場合
平成21年度の納め方

徴収の方法
特別徴収
（仮徴収）

特別徴収
（本徴収）

納付月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

税　額

前年度２月と同額 年税額から仮徴収分を
差し引いた額の３分の１

２，０００円 ２，０００円 ２，０００円 ３，０００円 ３，０００円 ３，０００円

②平成22年度に公的年金に係る所得から算定される税額が１５，０００円の場合
平成22年度の納め方

あ
い
ち
森
と
緑
づ
く
り
税
が

導
入
さ
れ
ま
す

種　別 平成20年度まで 平成21年度から

県民税　均等割額 １，０００円 １，５００円

市民税　均等割額 ３，０００円 ３，０００円

合　計 ４，０００円 ４，５００円

■個人市県民税均等割額
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